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１．はじめに 
 
(1) 研究の背景 

現代の都市部における社寺の震災時での役割に、その広大な境内空間の避難場所としての活用が考えられ

る。また、都市内オープンスペースの防災利用用途として、近年期待されている新たな役割のひとつに震災

時に発生する帰宅困難者に対する受け皿が考えられている。 
京都市内では大規模災害時に、道路や鉄道等の被害、交通規制等により、公共機関の停止や自動車の通行

止めなどの影響で、自宅への帰宅が困難となる帰宅困難者が 37 万人にも上ることが想定されている。1)また、

京都市は年間約 5000 万人が訪れる観光都市であるため、帰宅困難者には観光客も多く含まれることから、

関係団体や民間企業連携した帰宅困難者対策の構築が課題となっている。そこで、京都市は「京都市帰宅困

難者観光地対策協議会」を設置し、全国に先駆けて観光客に特化した帰宅困難者対策の検討を進めている。 
市外から訪れる観光客はその土地には不慣れであることから、災害時に避難する場所については観光客の

認知度が高い場所が求められる。京都市の社寺は観光資源として大きな役割を担い、その認知度の高さから

震災時の避難場所の主要候補に挙げられており、実際に京都市では帰宅困難観光客の緊急避難先として指定

される社寺が増加している。2) 

また、京都市でも特に観光客が集中する清水・祇園地域においては、観光客等帰宅困難者対策が策定され
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ており、多数の社寺が帰宅困難観光客の緊急避難場所として指定されている。そのため、災害時には様々な

防災上の機能が求められるが、それらの社寺の防災機能については明らかになっていない。また、社寺単体

の防災機能の利用だけでなく、行政との連携関係を考慮した緊急避難場所としての運営・管理を行う必要が

ある。 
 
(2) 研究の目的 

 本研究では、清水・祇園地域において帰宅困難観光客の緊急避難場所として指定されている社寺を対象と

して、設備等の防災機能の評価と行政との連携関係を考慮した運営・管理体制の実態について調査を行う。 
これにより、社寺の帰宅困難観光客の緊急避難場所指定における課題を抽出し、全国の先進事例である京

都市の観光客等帰宅困難者対策への反映を目指すことを目的とする。 
 

２．研究の対象と方法 

 
(1) 京都市清水・祇園地域の概要 

本研究では、「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)において京都市が帰宅困難観光客支援の

対象エリアとして設定している京都市清水・祇園地区を研究対象地域とする。 
清水・祇園地域におけるピーク時観光客数は京都市による平成24年通行量調査を基にした推計結果より約

48,000人と想定される。3)また、清水・祇園地域において想定される主な災害としては、京都市において最

大の被害が生じると予測される花折断層を震源とする都市直下型地震災害、南海トラフを震源とする海溝型

地震災害が挙げられる。4)これらの地震災害が発生し、交通システムが停止した場合には、清水・祇園地域

におけるピーク時観光客数の内、移動が困難な「市外客」約23,000人と「要配慮者」約6,000人の合わせて約

29,000人が帰宅困難観光客となると想定される。3)  
 
(2) 調査対象とする社寺について 

「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)より、災害発生時の観

光客の避難段階を図１に示す。清水・祇園地域の各観光場所で一斉帰宅の抑

制後、観光客緊急避難広場、観光客一時滞在施設への避難が想定されている。

本研究では、清水・祇園地域内で「観光客緊急避難広場」に指定されている

八坂神社、大谷祖廟、高台寺、霊山観音、「観光客緊急避難広場」と「観光

客一時滞在施設」に指定されている清水寺の社寺５件を調査対象とする。 
観光客緊急避難広場：発災直後、安全を確保する場所 
観光客一時滞在施設：休憩や宿泊が可能な場所 
 
(3) 研究の方法 

a）社寺設備の防災機能評価 

帰宅困難観光客を支援するにあたり、必要となる社寺設備の防災機能評価項目を既往研究や複数の資料、

過去に帰宅困難者の受入を行った社寺へのヒアリング調査を参考に決定する。次に決定した調査項目につい

て調査対象の社寺５件へのヒアリング調査を行い、それぞれの社寺設備の防災機能の実態を調査する。調査

結果に基づいて、課題点を抽出する。 
b) 社寺の緊急避難場所としての運営・管理体制の実態調査 

緊急避難場所として帰宅困難観光客を社寺に受け入れた際に必要となる運営業務を既往研究や複数の資

料、過去に帰宅困難者の受入を行った社寺へのヒアリング調査を参考に定義する。次に、定義した運営業務

について、調査対象の社寺５件へヒアリング調査を行い、運営・管理体制の実態調査を行う。その結果に基

づいて、課題点を抽出する。 
 a)、b)の結果より、社寺の帰宅困難観光客の緊急避難場所指定における現状の課題を抽出し、改善提案を

試みる。 
 

 

図１ 避難段階 
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c) ヒアリング調査の概要 

 本研究で調査協力を得た内容を表１に示す。 
 

 

３．社寺設備の防災機能評価 

 
(1) 防災機能評価項目の決定 

帰宅困難観光客を支援するにあたり、必要となる社寺設備の防災機能評価項目の決定を行う。南ら5)は、

避難所設備の防災機能評価項目を「施設安全性」「収容性」「生活設備」「物資の備蓄」「非常時の管理運

営」と定義した。これらの項目を帰宅困難観光客を支援する際に必要となる防災機能評価項目に細分化する。

内閣府の帰宅困難者対策ガイドライン6)と清水・祇園地域と同様に観光地で大規模災害時の帰宅困難者対策

ガイドラインを制定している５つの地域のガイドライン7)8)9)10)11)を参照し、帰宅困難観光客を支援する際に

必要となる設備や備蓄品の抽出を行う。各ガイドラインの過半数(３つ以上)に記載があるものを、帰宅困難

観光客を支援する際に必要となる

設備や備蓄品として抽出し、南ら

が定義した防災機能評価項目の該

当する項目に分類を行った。この

項目に、大阪北部地震時に帰宅困

難者の受入を行った「本願寺津村

別院」へのヒアリング調査より、

帰宅困難者を支援する際に実際に

利用したとの回答を得た「医療

品」を追加した10項目を防災機能

評価項目とする。(表２)  
 

(2) 各項目の評価方法 

表２の防災機能評価項目について下記のように評価を行う。 

a)耐震性 

内閣府のガイドライン6)より、行政があらかじめ定めた耐震性能の基準として、1981年に導入された新耐

震基準を有した建物(耐震改修により同基準を満たした建物も含む)であることが記載されている。耐震性に

ついては、各社寺の帰宅困難観光客の収容スペースが1981年の耐震基準法改正以降に建築、改築、耐震改修

が行われたかを調査する。 

b)収容スペース 

収容スペースに関しては、各社寺の収容スペースの収容可能人数を調査する。 

c)トイレ設備 

トイレ数は京都市備蓄計画より12)、帰宅困難観光客100人に1基と規定されているため、各社寺の収容可能

人数を100で除して必要基数を求め、各社寺の常設トイレの数および簡易トイレの備蓄数と比較することで

充足率を調査する。 

d)飲料水・食料品・毛布 

 京都市備蓄計画12)より、帰宅困難観光客への公的備蓄品として飲料水(500mlアルミボトル)、補助食料、

表 1 調査協力の日時と調査対象、内容について 
調査 Ⅰ調査 Ⅱ調査 Ⅲ調査

調査対象
大阪北部地震時に帰宅困難者の受け入れを行った本
願寺津村別院

観光客緊急避難場所および一時滞在施設に指定されて
いる社寺5件

京都市防災危機管理室

調査期間 2019年10月31日 2019年12月14日～2020年1月10日 2019年12月23日

調査内容
①帰宅困難者を支援する際に必要となった物資や設備
②帰宅困難者を支援する際に行った運営業務について

①社寺の設備や物資
②観光客緊急避難広場および観光客一時滞在施設で
の運営・管理体制について

観光客緊急避難広場および観光客一時滞在施設の運
用について

詳細項目 ６) ７) ８) ９) １０) １１)

施設安全性 ①耐震性 〇 〇 ー 〇 ― ー

収容性 ②収容スペース 〇 〇 〇 〇 〇 〇

生活設備 ③トイレ設備 〇 〇 〇 〇 ― 〇

④飲料水 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑤食料品 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑥毛布等 〇 〇 〇 〇 ― 〇

⑦医療品

⑧行政との通信手段 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑨情報収集器(ラジオ・テレビなど) 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑩情報の掲示(掲示板など) 〇 〇 〇 ― ― 〇

ー

表２. 社寺設備の防災機能評価項目 各ガイドライン記載の有無

非常時の管理運営

物資の備蓄確保

表２ 社寺設備の防災機能評価項目     各ガイドライン記載の有無 
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ており、多数の社寺が帰宅困難観光客の緊急避難場所として指定されている。そのため、災害時には様々な

防災上の機能が求められるが、それらの社寺の防災機能については明らかになっていない。また、社寺単体

の防災機能の利用だけでなく、行政との連携関係を考慮した緊急避難場所としての運営・管理を行う必要が

ある。 
 
(2) 研究の目的 

 本研究では、清水・祇園地域において帰宅困難観光客の緊急避難場所として指定されている社寺を対象と

して、設備等の防災機能の評価と行政との連携関係を考慮した運営・管理体制の実態について調査を行う。 
これにより、社寺の帰宅困難観光客の緊急避難場所指定における課題を抽出し、全国の先進事例である京

都市の観光客等帰宅困難者対策への反映を目指すことを目的とする。 
 

２．研究の対象と方法 

 
(1) 京都市清水・祇園地域の概要 

本研究では、「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)において京都市が帰宅困難観光客支援の

対象エリアとして設定している京都市清水・祇園地区を研究対象地域とする。 
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大の被害が生じると予測される花折断層を震源とする都市直下型地震災害、南海トラフを震源とする海溝型

地震災害が挙げられる。4)これらの地震災害が発生し、交通システムが停止した場合には、清水・祇園地域

におけるピーク時観光客数の内、移動が困難な「市外客」約23,000人と「要配慮者」約6,000人の合わせて約

29,000人が帰宅困難観光客となると想定される。3)  
 
(2) 調査対象とする社寺について 

「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)より、災害発生時の観

光客の避難段階を図１に示す。清水・祇園地域の各観光場所で一斉帰宅の抑

制後、観光客緊急避難広場、観光客一時滞在施設への避難が想定されている。

本研究では、清水・祇園地域内で「観光客緊急避難広場」に指定されている

八坂神社、大谷祖廟、高台寺、霊山観音、「観光客緊急避難広場」と「観光

客一時滞在施設」に指定されている清水寺の社寺５件を調査対象とする。 
観光客緊急避難広場：発災直後、安全を確保する場所 
観光客一時滞在施設：休憩や宿泊が可能な場所 
 
(3) 研究の方法 

a）社寺設備の防災機能評価 

帰宅困難観光客を支援するにあたり、必要となる社寺設備の防災機能評価項目を既往研究や複数の資料、

過去に帰宅困難者の受入を行った社寺へのヒアリング調査を参考に決定する。次に決定した調査項目につい

て調査対象の社寺５件へのヒアリング調査を行い、それぞれの社寺設備の防災機能の実態を調査する。調査

結果に基づいて、課題点を抽出する。 
b) 社寺の緊急避難場所としての運営・管理体制の実態調査 

緊急避難場所として帰宅困難観光客を社寺に受け入れた際に必要となる運営業務を既往研究や複数の資

料、過去に帰宅困難者の受入を行った社寺へのヒアリング調査を参考に定義する。次に、定義した運営業務

について、調査対象の社寺５件へヒアリング調査を行い、運営・管理体制の実態調査を行う。その結果に基

づいて、課題点を抽出する。 
 a)、b)の結果より、社寺の帰宅困難観光客の緊急避難場所指定における現状の課題を抽出し、改善提案を

試みる。 
 

 

図１ 避難段階 
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c) ヒアリング調査の概要 

 本研究で調査協力を得た内容を表１に示す。 
 

 

３．社寺設備の防災機能評価 

 
(1) 防災機能評価項目の決定 

帰宅困難観光客を支援するにあたり、必要となる社寺設備の防災機能評価項目の決定を行う。南ら5)は、

避難所設備の防災機能評価項目を「施設安全性」「収容性」「生活設備」「物資の備蓄」「非常時の管理運

営」と定義した。これらの項目を帰宅困難観光客を支援する際に必要となる防災機能評価項目に細分化する。

内閣府の帰宅困難者対策ガイドライン6)と清水・祇園地域と同様に観光地で大規模災害時の帰宅困難者対策

ガイドラインを制定している５つの地域のガイドライン7)8)9)10)11)を参照し、帰宅困難観光客を支援する際に

必要となる設備や備蓄品の抽出を行う。各ガイドラインの過半数(３つ以上)に記載があるものを、帰宅困難

観光客を支援する際に必要となる

設備や備蓄品として抽出し、南ら

が定義した防災機能評価項目の該

当する項目に分類を行った。この

項目に、大阪北部地震時に帰宅困

難者の受入を行った「本願寺津村

別院」へのヒアリング調査より、

帰宅困難者を支援する際に実際に

利用したとの回答を得た「医療

品」を追加した10項目を防災機能

評価項目とする。(表２)  
 

(2) 各項目の評価方法 

表２の防災機能評価項目について下記のように評価を行う。 

a)耐震性 

内閣府のガイドライン6)より、行政があらかじめ定めた耐震性能の基準として、1981年に導入された新耐

震基準を有した建物(耐震改修により同基準を満たした建物も含む)であることが記載されている。耐震性に

ついては、各社寺の帰宅困難観光客の収容スペースが1981年の耐震基準法改正以降に建築、改築、耐震改修

が行われたかを調査する。 

b)収容スペース 

収容スペースに関しては、各社寺の収容スペースの収容可能人数を調査する。 

c)トイレ設備 

トイレ数は京都市備蓄計画より12)、帰宅困難観光客100人に1基と規定されているため、各社寺の収容可能

人数を100で除して必要基数を求め、各社寺の常設トイレの数および簡易トイレの備蓄数と比較することで

充足率を調査する。 

d)飲料水・食料品・毛布 

 京都市備蓄計画12)より、帰宅困難観光客への公的備蓄品として飲料水(500mlアルミボトル)、補助食料、

表 1 調査協力の日時と調査対象、内容について 
調査 Ⅰ調査 Ⅱ調査 Ⅲ調査

調査対象
大阪北部地震時に帰宅困難者の受け入れを行った本
願寺津村別院

観光客緊急避難場所および一時滞在施設に指定されて
いる社寺5件

京都市防災危機管理室

調査期間 2019年10月31日 2019年12月14日～2020年1月10日 2019年12月23日

調査内容
①帰宅困難者を支援する際に必要となった物資や設備
②帰宅困難者を支援する際に行った運営業務について

①社寺の設備や物資
②観光客緊急避難広場および観光客一時滞在施設で
の運営・管理体制について

観光客緊急避難広場および観光客一時滞在施設の運
用について

詳細項目 ６) ７) ８) ９) １０) １１)

施設安全性 ①耐震性 〇 〇 ー 〇 ― ー

収容性 ②収容スペース 〇 〇 〇 〇 〇 〇

生活設備 ③トイレ設備 〇 〇 〇 〇 ― 〇

④飲料水 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑤食料品 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑥毛布等 〇 〇 〇 〇 ― 〇

⑦医療品

⑧行政との通信手段 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑨情報収集器(ラジオ・テレビなど) 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑩情報の掲示(掲示板など) 〇 〇 〇 ― ― 〇

ー

表２. 社寺設備の防災機能評価項目 各ガイドライン記載の有無

非常時の管理運営

物資の備蓄確保

表２ 社寺設備の防災機能評価項目     各ガイドライン記載の有無 

−241−
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アルミシート(簡易毛布)が備蓄されており、帰宅困難観光客1人あたりの必要量は飲料水が1本、補助食料が

1食分(180kcal)、簡易毛布が1枚と規定されている。そのため各社寺の収容可能人数を飲料水、食料品、毛

布の必要数とし、各社寺の公的備蓄品の備蓄数と社寺独自で備蓄している飲料水、食料、毛布の備蓄数を合

わせた数と比較することで充足率を調査する。 

e)医療品 

京都市備蓄計画 12)より、応急手当てに必要な救急セットとして絆創膏、消毒薬、ガーゼや包帯等の衛生材

料が挙げられている。これらの医療品の備蓄の有無を調査する。必要数については一般的な基準や指標が定

められていないため、本稿では割愛する。 
f)行政との通信手段 

清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)より、一部の観光客緊急避難広場および一時滞在施設で

は災害時優先電話やPHSが配備されている。行政との通信手段に関しては、災害時優先電話やPHSの有無を調

査する。 

g)情報収集機器 

「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)より、情報収集方法としてラジオ、テレビ、インター

ネットが挙げられている。情報収集機器に関しては、ラジオ、テレビ、インターネット接続可能な機器(ス
マートフォンなど)の台数を調査する。必要数については一般的な基準や指標が定められていないため、本稿で

は割愛する。 

h)情報の掲示 

災害情報を帰宅困難観光客へ掲示するために必要な掲示板やホワイトボード等の台数を調査する。必要数

については一般的な基準や指標が定められていないため、本稿では割愛する。 
 

(2) 社寺設備の防災機能評価結果 

調査対象である社寺５件に、前項のa)～h)の内容についてヒアリング調査を行った。調査結果を表２に示

す。 

 

(3) 課題と改善提案 

 社寺設備の防災機能として耐震性、飲料水、食料品、毛布等の物資やトイレの確保に課題があることが明

らかとなった。なお、耐震性については、工事費など多額の費用がかかるため、現状で改善可能である物資

の備蓄やトイレの確保などのソフト面での改善提案を行う。京都市からの公的備蓄品が配布されておらず物

資が不足する高台寺と清水寺については、他の社寺と公的備蓄品の共有を行うことで不足分を補完可能であ

表３ 社寺設備の防災機能調査結果 
1)八坂神社 2)大谷祖廟 3)高台寺 4)霊山観音 ５)清水寺
2019/12/17 2019/12/20 2020/1/10 2019/12/18 2019/12/14

施設安全性 ①建築、改築年、耐震診断 2018年に耐震診断 2011年に耐震補強 2004年に改修工事 1989年に改築 1983年に建築
収容性 ②収容スペース(収容可能人数) 465人 380人 170人 836人 350人

必要数(基) 4.7 3.8 1.7 8.4 3.5
確保可能数(基) 6 31 9 41 3
充足率(％) 127.7% 815.8% 529.4% 488.1% 85.7%
必要数(本) 465 380 170 836 350
確保可能数(本) 2400 1080 80 2304 500
充足率(％) 516.1% 284.2% 47.1% 275.6% 142.9%
必要数(食) 465 380 170 836 350
確保可能数(食) 500 1100 0 2400 500
充足率(％) 107.5% 289.5% 0.0% 287.1% 142.9%
必要数(枚) 465 380 170 836 350
確保可能数(枚) 500 1030 0 2300 200
充足率(％) 107.5% 271.1% 0.0% 275.1% 57.1%

⑦医療品
絆創膏、消毒薬、
ガーゼや包帯

絆創膏、消毒薬、
ガーゼや包帯

絆創膏、消毒薬、
ガーゼや包帯、
風邪薬、鎮痛剤

絆創膏、消毒薬
絆創膏、消毒薬、
ガーゼや包帯、
アイスパック

⑧行政との通信手段 PHS PHS PHS
災害時優先電話と
PHS

PHS

ラジオ 1台 ラジオ 2台 ラジオ なし ラジオ なし ラジオ あり
テレビ 1台 テレビ 5台 テレビ なし テレビ 2台 テレビ あり
インターネット
1台

インターネット
17台

Wi-Fiがあり
インターネット
1台

インターネット
あり

⑩情報の掲示(掲示板など)
ホワイトボード
1台

掲示版 3台
ホワイトボード
2台

ホワイトボード
1台

ホワイトボード
２台

掲示版  20台
ホワイトボード
3台

社寺
調査日

調査内容

③トイレ設備生活設備

④飲料水(500mlボトル)

⑤食料品

⑥毛布等

物資の備蓄確保

非常時の管理運営
⑨情報収集器(ラジオ・テレビなど)
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ると考える。清水寺と高台寺と最も近い距離にある社寺は霊山観音であるため、霊山観音との物資の共有を

検討する。霊山観音の飲料水と食料品の備蓄数は、2304本と2400食となっており、高台寺に飲料水の不足分

90本、食料品の不足分170食分の提供を行うと、提供後の充足率は飲料水が約265％、食料品が約267％とな

り共有後も必要数を十分に満たす。また、毛布の備蓄数は2300枚となっており、高台寺と清水寺の不足分計

320枚の提供を行うと、提供後の充足率は約237％となり共有後も必要数を十分に満たす。以上から、物質の

不足分は他の社寺との共有により確保可能であると考えられる。また、清水寺のトイレ数の不足については

清水寺と平常時よりコミュニティを形成している清水寺門前会所属の土産物店や飲食店の協力を得ることが

出来れば、各店舗少なくとも1基ずつあるものと仮定して、25基を確保できる可能性がある。 

 

４．社寺の緊急避難場所としての運営・管理体制の実態調査 

 

(1) 運営・管理体制の調査項目の決定 

 緊急避難場所として帰宅困難観光客を社寺に受け入れた際に必要となる運営業務内容を定義し、運営・管

理体制の調査項目とする。 
a)各ガイドラインからの運営業務内容の定義 

林ら13）は、時期区分ごとに避難所で必要となる運営業務内容を表４で定義した。これを参照し、帰宅困

難観光客の緊急避難場所で必要となる運営業務内容を定義する。「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導

計画」3)より、帰宅困難観光客は発災直後から概ね12時間程度まで「観光客緊急避難広場」へ避難し、その

後「観光客一時滞在施設」へ移動し、概ね72時間程度まで避難するというシナリオになっている。観光客緊

急避難広場と観光客一時滞在施設では、支援内容が異なるため、必要となる運営業務も異なる。 
そこで、観光客緊急避難広場と観光客一時滞在施設のそ

れぞれにおいて必要となる運営業務内容を各種ガイドライ

ンより定義する。「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘

導計画」3)に記載されている観光客緊急避難広場および観

光客一時滞在施設での運営業務内容(表５,表７の黒丸の項

目)を規準とし、内閣府の帰宅困難者対策ガイドライン６)と

清水・祇園地域と同様に観光地で二段階の避難 を想定して

いる大宰府市のガイドライン7)の両方に記載されている運

営業務内容を追加する。以上より、観光客緊急避難広場を

発災から12時間程度滞在できる場所として運営の時期区分

を表４に定義し、運営業務内容を表５に定義した。また、

観光客一時滞在施設での運営の時期区分を表６に定義し、

時期区分ごとの運営業務内容を表７に定義した。 
 

 

 

 

期間 京都市 内閣府太宰府市

● 〇 〇
ー 〇 〇
ー 〇 〇
ー 〇 〇
● 〇 〇
● ー ー

収容期 ● 〇 〇
ー 〇 〇
ー 〇 〇

● 〇 〇
● 〇 〇
● ー 〇
● 〇 〇
ー 〇 〇
● 〇 ー
ー 〇 〇

④避難スペースへの誘導・案内
開設期 開設のための準備

運営ルール作成

②受入者の帰宅誘導(退去要請など)

管理運営期

閉設期 帰宅支援

②トイレ・ごみ処理のルールの確立

● 〇 〇・被災情報の提供
・公共交通機関の情報提供

直接支援
④トイレの提供
⑤水・食料・毛布等の配布
⑥多言語対応(ガイドマップの配布等)
①帰宅に関する情報提供・案内

③滞在が必要な受入者への対応
④一時滞在施設閉設の判断

情報収集 ①避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認)
運営体制構築 ①運営の役割分担の決定

情報支援
③情報の提供

主な業務内容 詳細業務内容
①施設の安全確認
②一時滞在施設開設の判断
③避難スペースの確保

⑤一時滞在施設であることの表示
⑥一時滞在施設の開設の報告

表７ 各ガイドラインからの定義(観光客一時滞在施設) 

時期 主な業務内容 詳細業務内容 京都市 内閣府大宰府市

一斉帰宅の抑制 ①観光客を施設内に待機 ● ー 〇
②施設の安全確認 ● 〇 〇
③緊急避難広場開設の判断 ー 〇 〇
④運営の役割分担の決定 ー 〇 〇
⑤避難スペースの確保(片付けなど) ー 〇 〇
⑥避難スペースへの誘導・案内 ー 〇 〇
⑦避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認) ー 〇 〇
⑧緊急避難広場であることの表示 ● 〇 〇
⑨緊急避難広場の開設の報告 ● ー ー
⑩情報の提供
・被災情報の提供
・公共交通機関の情報提供
・一時滞在施設の開設状況
⑪水や食料の配布 ー 〇 〇
⑫トイレの提供(トイレ利用のルール作成) ー 〇 〇
⑬多言語対応(ガイドマップの配布等) ● ー 〇

その他 ⑭一時滞在施設の案内 ● ー ー

表5.各ガイドラインからの定義(観光客緊急避難広場) 記載の有無

直接支援

観光客緊急避難広場
での支援

開設のための準備

情報支援 ● 〇 〇

表５ 各ガイドラインからの定義(観光客緊急避難広場) 

時期 時期の概要
表４.観光客緊急避難広場の時期区分と時期の概要

観光客の緊急避難広場として発
災から概ね12時間程度のこと

観光客緊急避難広場
での支援

時期
表６.観光客一時滞在施設の時期区分と時期概要

時期の概要

開設期

収容期

概ね72時間以降に一時滞在施設閉設に向かい、
観光客の帰宅支援を行う

発災直後から概ね６時間後までに施設を開設し、
収容スペースを確保し観光客の受入に備える
概ね12時間後までに観光客を施設に受け入れ、
情報収集を行う
受け入れた観光客への物資や情報の提供など
役割分担をして業務に対応し、管理運営が本格化する

管理運営期

閉設期

表６ 観光客一時滞在施設の時期区分と時期の概要 

表４ 観光客緊急避難広場の時期区分と時期の概要 
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アルミシート(簡易毛布)が備蓄されており、帰宅困難観光客1人あたりの必要量は飲料水が1本、補助食料が

1食分(180kcal)、簡易毛布が1枚と規定されている。そのため各社寺の収容可能人数を飲料水、食料品、毛

布の必要数とし、各社寺の公的備蓄品の備蓄数と社寺独自で備蓄している飲料水、食料、毛布の備蓄数を合

わせた数と比較することで充足率を調査する。 

e)医療品 

京都市備蓄計画 12)より、応急手当てに必要な救急セットとして絆創膏、消毒薬、ガーゼや包帯等の衛生材

料が挙げられている。これらの医療品の備蓄の有無を調査する。必要数については一般的な基準や指標が定

められていないため、本稿では割愛する。 
f)行政との通信手段 

清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)より、一部の観光客緊急避難広場および一時滞在施設で

は災害時優先電話やPHSが配備されている。行政との通信手段に関しては、災害時優先電話やPHSの有無を調

査する。 

g)情報収集機器 

「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)より、情報収集方法としてラジオ、テレビ、インター

ネットが挙げられている。情報収集機器に関しては、ラジオ、テレビ、インターネット接続可能な機器(ス
マートフォンなど)の台数を調査する。必要数については一般的な基準や指標が定められていないため、本稿で

は割愛する。 

h)情報の掲示 

災害情報を帰宅困難観光客へ掲示するために必要な掲示板やホワイトボード等の台数を調査する。必要数

については一般的な基準や指標が定められていないため、本稿では割愛する。 
 

(2) 社寺設備の防災機能評価結果 

調査対象である社寺５件に、前項のa)～h)の内容についてヒアリング調査を行った。調査結果を表２に示

す。 

 

(3) 課題と改善提案 

 社寺設備の防災機能として耐震性、飲料水、食料品、毛布等の物資やトイレの確保に課題があることが明

らかとなった。なお、耐震性については、工事費など多額の費用がかかるため、現状で改善可能である物資

の備蓄やトイレの確保などのソフト面での改善提案を行う。京都市からの公的備蓄品が配布されておらず物

資が不足する高台寺と清水寺については、他の社寺と公的備蓄品の共有を行うことで不足分を補完可能であ

表３ 社寺設備の防災機能調査結果 
1)八坂神社 2)大谷祖廟 3)高台寺 4)霊山観音 ５)清水寺
2019/12/17 2019/12/20 2020/1/10 2019/12/18 2019/12/14

施設安全性 ①建築、改築年、耐震診断 2018年に耐震診断 2011年に耐震補強 2004年に改修工事 1989年に改築 1983年に建築
収容性 ②収容スペース(収容可能人数) 465人 380人 170人 836人 350人

必要数(基) 4.7 3.8 1.7 8.4 3.5
確保可能数(基) 6 31 9 41 3
充足率(％) 127.7% 815.8% 529.4% 488.1% 85.7%
必要数(本) 465 380 170 836 350
確保可能数(本) 2400 1080 80 2304 500
充足率(％) 516.1% 284.2% 47.1% 275.6% 142.9%
必要数(食) 465 380 170 836 350
確保可能数(食) 500 1100 0 2400 500
充足率(％) 107.5% 289.5% 0.0% 287.1% 142.9%
必要数(枚) 465 380 170 836 350
確保可能数(枚) 500 1030 0 2300 200
充足率(％) 107.5% 271.1% 0.0% 275.1% 57.1%

⑦医療品
絆創膏、消毒薬、
ガーゼや包帯

絆創膏、消毒薬、
ガーゼや包帯

絆創膏、消毒薬、
ガーゼや包帯、
風邪薬、鎮痛剤

絆創膏、消毒薬
絆創膏、消毒薬、
ガーゼや包帯、
アイスパック

⑧行政との通信手段 PHS PHS PHS
災害時優先電話と
PHS

PHS

ラジオ 1台 ラジオ 2台 ラジオ なし ラジオ なし ラジオ あり
テレビ 1台 テレビ 5台 テレビ なし テレビ 2台 テレビ あり
インターネット
1台

インターネット
17台

Wi-Fiがあり
インターネット
1台

インターネット
あり

⑩情報の掲示(掲示板など)
ホワイトボード
1台

掲示版 3台
ホワイトボード
2台

ホワイトボード
1台

ホワイトボード
２台

掲示版  20台
ホワイトボード
3台

社寺
調査日

調査内容

③トイレ設備生活設備

④飲料水(500mlボトル)

⑤食料品

⑥毛布等

物資の備蓄確保

非常時の管理運営
⑨情報収集器(ラジオ・テレビなど)
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ると考える。清水寺と高台寺と最も近い距離にある社寺は霊山観音であるため、霊山観音との物資の共有を

検討する。霊山観音の飲料水と食料品の備蓄数は、2304本と2400食となっており、高台寺に飲料水の不足分

90本、食料品の不足分170食分の提供を行うと、提供後の充足率は飲料水が約265％、食料品が約267％とな

り共有後も必要数を十分に満たす。また、毛布の備蓄数は2300枚となっており、高台寺と清水寺の不足分計

320枚の提供を行うと、提供後の充足率は約237％となり共有後も必要数を十分に満たす。以上から、物質の

不足分は他の社寺との共有により確保可能であると考えられる。また、清水寺のトイレ数の不足については

清水寺と平常時よりコミュニティを形成している清水寺門前会所属の土産物店や飲食店の協力を得ることが

出来れば、各店舗少なくとも1基ずつあるものと仮定して、25基を確保できる可能性がある。 

 

４．社寺の緊急避難場所としての運営・管理体制の実態調査 

 

(1) 運営・管理体制の調査項目の決定 

 緊急避難場所として帰宅困難観光客を社寺に受け入れた際に必要となる運営業務内容を定義し、運営・管

理体制の調査項目とする。 
a)各ガイドラインからの運営業務内容の定義 

林ら13）は、時期区分ごとに避難所で必要となる運営業務内容を表４で定義した。これを参照し、帰宅困

難観光客の緊急避難場所で必要となる運営業務内容を定義する。「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導

計画」3)より、帰宅困難観光客は発災直後から概ね12時間程度まで「観光客緊急避難広場」へ避難し、その

後「観光客一時滞在施設」へ移動し、概ね72時間程度まで避難するというシナリオになっている。観光客緊

急避難広場と観光客一時滞在施設では、支援内容が異なるため、必要となる運営業務も異なる。 
そこで、観光客緊急避難広場と観光客一時滞在施設のそ

れぞれにおいて必要となる運営業務内容を各種ガイドライ

ンより定義する。「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘

導計画」3)に記載されている観光客緊急避難広場および観

光客一時滞在施設での運営業務内容(表５,表７の黒丸の項

目)を規準とし、内閣府の帰宅困難者対策ガイドライン６)と

清水・祇園地域と同様に観光地で二段階の避難 を想定して

いる大宰府市のガイドライン7)の両方に記載されている運

営業務内容を追加する。以上より、観光客緊急避難広場を

発災から12時間程度滞在できる場所として運営の時期区分

を表４に定義し、運営業務内容を表５に定義した。また、

観光客一時滞在施設での運営の時期区分を表６に定義し、

時期区分ごとの運営業務内容を表７に定義した。 
 

 

 

 

期間 京都市 内閣府太宰府市

● 〇 〇
ー 〇 〇
ー 〇 〇
ー 〇 〇
● 〇 〇
● ー ー

収容期 ● 〇 〇
ー 〇 〇
ー 〇 〇

● 〇 〇
● 〇 〇
● ー 〇
● 〇 〇
ー 〇 〇
● 〇 ー
ー 〇 〇

④避難スペースへの誘導・案内
開設期 開設のための準備

運営ルール作成

②受入者の帰宅誘導(退去要請など)

管理運営期

閉設期 帰宅支援

②トイレ・ごみ処理のルールの確立

● 〇 〇・被災情報の提供
・公共交通機関の情報提供

直接支援
④トイレの提供
⑤水・食料・毛布等の配布
⑥多言語対応(ガイドマップの配布等)
①帰宅に関する情報提供・案内

③滞在が必要な受入者への対応
④一時滞在施設閉設の判断

情報収集 ①避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認)
運営体制構築 ①運営の役割分担の決定

情報支援
③情報の提供

主な業務内容 詳細業務内容
①施設の安全確認
②一時滞在施設開設の判断
③避難スペースの確保

⑤一時滞在施設であることの表示
⑥一時滞在施設の開設の報告

表７ 各ガイドラインからの定義(観光客一時滞在施設) 

時期 主な業務内容 詳細業務内容 京都市 内閣府大宰府市

一斉帰宅の抑制 ①観光客を施設内に待機 ● ー 〇
②施設の安全確認 ● 〇 〇
③緊急避難広場開設の判断 ー 〇 〇
④運営の役割分担の決定 ー 〇 〇
⑤避難スペースの確保(片付けなど) ー 〇 〇
⑥避難スペースへの誘導・案内 ー 〇 〇
⑦避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認) ー 〇 〇
⑧緊急避難広場であることの表示 ● 〇 〇
⑨緊急避難広場の開設の報告 ● ー ー
⑩情報の提供
・被災情報の提供
・公共交通機関の情報提供
・一時滞在施設の開設状況
⑪水や食料の配布 ー 〇 〇
⑫トイレの提供(トイレ利用のルール作成) ー 〇 〇
⑬多言語対応(ガイドマップの配布等) ● ー 〇

その他 ⑭一時滞在施設の案内 ● ー ー

表5.各ガイドラインからの定義(観光客緊急避難広場) 記載の有無

直接支援

観光客緊急避難広場
での支援

開設のための準備

情報支援 ● 〇 〇

表５ 各ガイドラインからの定義(観光客緊急避難広場) 

時期 時期の概要
表４.観光客緊急避難広場の時期区分と時期の概要

観光客の緊急避難広場として発
災から概ね12時間程度のこと

観光客緊急避難広場
での支援

時期
表６.観光客一時滞在施設の時期区分と時期概要

時期の概要

開設期

収容期

概ね72時間以降に一時滞在施設閉設に向かい、
観光客の帰宅支援を行う

発災直後から概ね６時間後までに施設を開設し、
収容スペースを確保し観光客の受入に備える
概ね12時間後までに観光客を施設に受け入れ、
情報収集を行う
受け入れた観光客への物資や情報の提供など
役割分担をして業務に対応し、管理運営が本格化する

管理運営期

閉設期

表６ 観光客一時滞在施設の時期区分と時期の概要 

表４ 観光客緊急避難広場の時期区分と時期の概要 
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b) 社寺で実現可能な運営業務内容の整理 

各ガイドラインから定義した運営業務内容の内、過去の災害時に社寺で帰宅困難者を受け入れた際に必要

となった運営業務を事例調査し、社寺で実現可能な運営業務内容を整理する。既往研究14)15)と大阪北部地震

時に帰宅困難者の受入を行った社寺である「本願寺津村別院」へのヒアリング調査結果から、表５、表７の

運営業務内容の内、過去に事例のある運営業務を抽出した。その結果が表８、表９であり、黒丸の項目が

「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)に記載されている観光客緊急避難広場および観光客一時

滞在施設で必要となる運営業務内容、その他の項目は、内閣府と大宰府市のガイドラインの両方に記載され

ておりさらに過去の社寺での帰宅困難者受け入れ時に実際に発生した業務内容となっている。 

 

表８、表９を社寺の緊急避難場所としての運営・管理体制

の調査項目とする。表８、表９の運営業務について、２つの

主体区分(表１０)を定義し、観光客緊急避難広場および観光

客一時滞在施設に指定されている社寺５件へのヒアリング調

査により分類を行う。 

 

(2) 観光客緊急避難広場での運営・管理体制の実態調査結果 

観光客緊急避難広場に指定されている八坂神社、大谷祖廟、高台寺、霊山観音、清水寺の社寺５件に前節

の表８で定義した運営・管理体制の調査項目についてヒアリング調査を行い、表１０で定義した運営主体区

分に分類を行った。分類結果を表11に示す。 
a)既に対応を取り決めているもの 

清水寺や八坂神社では、社寺独自のマニュアルがあるため、事前に想定し対応を取り決めている項目が多かっ

た。また、マニュアルがない社寺についても京都市の帰宅困難者対策ガイドラインに記載されている項目の多く

は、事前に取り決められており、ガイドライン配布の一定の有効性が明らかとなった。一方で、行政からの具体

的な対応指針がないため実際の対応には不安を感じるとの意見も多かった。 
b）今後、対応を取り決めていく予定のもの 

今後、取り決めていく予定の項目に関しては、主に独自のマニュアルがない社寺で挙げられ、京都市の帰宅困

難者対策ガイドラインに記載されていない項目が多い。しかし、社寺内で役割やルールを決めて取り組めるもの

であるため、今後社寺で対応を取り決めていくとの回答が得られた。 
c）社寺として対応を取り決めていないもの 

社寺だけで対応することが難しいという意見が出た項目の運営主体区分の「誰が」については、「⑥避難スペ

ースへの誘導」以外は、全て行政という結果となった。中でも、「⑦避難者の情報把握」に関しては、プライバ

シーの問題から社寺で対応することが難しいため、行政に主体となって行ってもらいたいとの意見が多かった。

また、「⑬多言語対応」に関しても、多言語対応可能な職員が不在の際の対応が難しいとの意見が得られた。 

 

社寺として対応を取り決めていない
誰が(1.行政 2.地域住民 3.その他)

表１０ 運営主体区分 

今後、取り決めていく予定既に取り決めているもの
社寺として想定し対応を取り決める

期間 京都市 内閣府 太宰府市 過去の事例

● 〇 〇 〇
ー 〇 〇 〇
ー 〇 〇 〇
ー 〇 〇 〇
● 〇 〇 〇
● ー ー ー

収容期 ● 〇 〇 〇
ー 〇 〇 〇

● 〇 〇 〇
● 〇 〇 〇
● ー 〇 ー
● 〇 〇 〇
● 〇 ー ー
ー 〇 〇 〇

〇

閉設期 帰宅支援
①帰宅に関する情報提供・案内
②滞在が必要な受入者への対応
③一時滞在施設閉設の判断

● 〇 〇

情報収集 ①避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認)

管理運営期

運営体制構築 ①運営の役割分担の決定

情報支援
②情報の提供
・被災情報の提供
・公共交通機関の情報提供

直接支援
③トイレの提供(トイレ利用のルール作成など)
④水・食料・毛布等の配布
⑤多言語対応(ガイドマップの配布等)

主な業務内容 詳細業務内容
①施設の安全確認
②一時滞在施設開設の判断
③避難スペースの確保(片づけなど)

⑤一時滞在施設であることの表示
⑥一時滞在施設の開設の報告

④避難スペースへの誘導・案内
開設のための準備開設期

時期 主な業務内容 詳細業務内容 京都市 内閣府 大宰府市 過去の事例

一斉帰宅の抑制 ①観光客を施設内に待機 ● ー 〇 ー
②施設の安全確認 ● 〇 〇 〇
③緊急避難広場開設の判断 ー 〇 〇 〇
④運営の役割分担の決定 ー 〇 〇 〇
⑤避難スペースの確保(片付けなど) ー 〇 〇 〇
⑥避難スペースへの誘導・案内 ー 〇 〇 〇
⑦避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認) ー 〇 〇 〇
⑧緊急避難広場であることの表示 ● 〇 〇 〇
⑨緊急避難広場の開設の報告 ● ー ー ー
⑩情報の提供
・被災情報の提供
・公共交通機関の情報提供
・一時滞在施設の開設状況
⑪水や食料の配布 ー 〇 〇 〇
⑫トイレの提供(トイレ利用のルール作成) ー 〇 〇 〇
⑬多言語対応(ガイドマップの配布等) ● ー 〇 ー

その他 ⑭一時滞在施設の案内 ● ー ー ー

表８.社寺で実現可能な運営業務内容(観光客緊急避難広場) 記載の有無

直接支援

観光客緊急避難広場
での支援

〇

開設のための準備

情報支援 ● 〇 〇

表８ 社寺で実現可能な運営業務内容(観光客緊急避難広場) 表９ 社寺で実現可能な運営業務内容(観光客一時滞在施設) 
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(3) 観光客一時滞在施設での運営・管理体制の実態調査結果 

観光客一時滞在施設に指定されている清水寺に前節の表９で定義した運営・管理体制の調査項目について

ヒアリング調査を行い、表１０で定義した運営主体区分に分類を行った。 
表９の開設期から管理運営期までの運営・管理体制については、観光客緊急避難広場での運営・管理体制

と同様の結果となった。閉設期の運営業務である「帰宅に関する情報提供・案内」については、清水寺独自

のマニュアルで既に取り決められているが、「滞在が必要な受入者への対応」と「一時滞在施設の閉設の判

断」については、取り決められておらず、社寺のみで対応することが難しいため、行政の協力が必要との回

答が得られた。 
 

(4)課題と改善提案 

運営・管理体制の現状における課題としては、社寺だけで対応することが難しいという意見が多かった項目で

ある、「避難者の情報把握」と「多言語対応」が挙げられる。この２項目に関して運営主体区分の「誰が」につ

いては全て行政という結果となったため、今後行政と協力して対応を取り決めていく必要があると考えられる。    
そこで、２項目について京都市防災危機管理室へヒアリング調査を行った結果、「避難者の情報把握」につい

ては、避難者名簿のフォーマットを京都市が配布を行い、対応するとの回答が得られた。また、「多言語対応」

についても、災害時に必要となる呼びかけなどを多言語で記載したフォーマットを作成中との回答が得られた。 
 

5．おわりに 

 

(1) まとめ 

a) 社寺設備の防災機能調査 

 社寺設備の防災機能の現状における課題としては耐震性、飲料水、食料品、毛布等の物資やトイレの確 

保が挙げられる。飲料水、食料品、毛布等の物資の不足に関しては、社寺同士で共有することで、不足分の 
補完が可能であることが明らかとなった。トイレの不足については、周辺店舗と連携することで不足分を補 
うことが可能となる。このためには平常時より社寺同士や地域コミュニティと連携を築くことが重要となる 
と考えられる。 
 

表１１  観光客緊急避難広場での運営・管理体制の調査結果 

期間 主な業務内容 詳細業務内容 今後、取り決めていく予定

一斉帰宅の抑制 ①観光客を境内に待機

②施設の安全確認

③緊急避難広場の開設の判断 霊

④運営の役割分担の決定 大、霊

⑤避難スペースの確保(点検や片づけ) 大

⑥避難スペースへの誘導・案内 大、霊

⑦避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認) 大

⑧観光客緊急避難広場であることの表示 大

⑨観光客緊急避難広場の開設の報告 高、大

情報支援 ⑩情報の提供(災害情報や公共交通機関情報) 霊

⑪水や食料の配布

⑫トイレの提供

⑬多言語対応(ガイドマップの配布等) 大

その他 ⑭一時滞在施設の案内 大

高(行政)

清、高、八 霊(行政）

直接支援

清、大、霊、八

清、高、大、霊、八

清、高 霊(行政）、八(行政)

清、高、霊、八

清、霊、八

清、高、大、八

清、高、霊、八

清、八 高(地域住民)

八 清(行政)、高(行政)、霊(行政)
観光客緊急避難
広場での支援

清、高、大、霊、八

開設のための準備

清、高、大、霊、八

清、高、大、八

清、高、八

社寺として想定し対応を取り決める 社寺として対応を取り決めていない

既に取り決めているもの 誰が(1.行政 2.地域住民 3.その他)

−244−
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b) 社寺で実現可能な運営業務内容の整理 

各ガイドラインから定義した運営業務内容の内、過去の災害時に社寺で帰宅困難者を受け入れた際に必要

となった運営業務を事例調査し、社寺で実現可能な運営業務内容を整理する。既往研究14)15)と大阪北部地震

時に帰宅困難者の受入を行った社寺である「本願寺津村別院」へのヒアリング調査結果から、表５、表７の

運営業務内容の内、過去に事例のある運営業務を抽出した。その結果が表８、表９であり、黒丸の項目が

「清水・祇園地域帰宅困難観光客避難誘導計画」3)に記載されている観光客緊急避難広場および観光客一時

滞在施設で必要となる運営業務内容、その他の項目は、内閣府と大宰府市のガイドラインの両方に記載され

ておりさらに過去の社寺での帰宅困難者受け入れ時に実際に発生した業務内容となっている。 

 

表８、表９を社寺の緊急避難場所としての運営・管理体制

の調査項目とする。表８、表９の運営業務について、２つの

主体区分(表１０)を定義し、観光客緊急避難広場および観光

客一時滞在施設に指定されている社寺５件へのヒアリング調

査により分類を行う。 

 

(2) 観光客緊急避難広場での運営・管理体制の実態調査結果 

観光客緊急避難広場に指定されている八坂神社、大谷祖廟、高台寺、霊山観音、清水寺の社寺５件に前節

の表８で定義した運営・管理体制の調査項目についてヒアリング調査を行い、表１０で定義した運営主体区

分に分類を行った。分類結果を表11に示す。 
a)既に対応を取り決めているもの 

清水寺や八坂神社では、社寺独自のマニュアルがあるため、事前に想定し対応を取り決めている項目が多かっ

た。また、マニュアルがない社寺についても京都市の帰宅困難者対策ガイドラインに記載されている項目の多く

は、事前に取り決められており、ガイドライン配布の一定の有効性が明らかとなった。一方で、行政からの具体

的な対応指針がないため実際の対応には不安を感じるとの意見も多かった。 
b）今後、対応を取り決めていく予定のもの 

今後、取り決めていく予定の項目に関しては、主に独自のマニュアルがない社寺で挙げられ、京都市の帰宅困

難者対策ガイドラインに記載されていない項目が多い。しかし、社寺内で役割やルールを決めて取り組めるもの

であるため、今後社寺で対応を取り決めていくとの回答が得られた。 
c）社寺として対応を取り決めていないもの 

社寺だけで対応することが難しいという意見が出た項目の運営主体区分の「誰が」については、「⑥避難スペ

ースへの誘導」以外は、全て行政という結果となった。中でも、「⑦避難者の情報把握」に関しては、プライバ

シーの問題から社寺で対応することが難しいため、行政に主体となって行ってもらいたいとの意見が多かった。

また、「⑬多言語対応」に関しても、多言語対応可能な職員が不在の際の対応が難しいとの意見が得られた。 

 

社寺として対応を取り決めていない
誰が(1.行政 2.地域住民 3.その他)

表１０ 運営主体区分 

今後、取り決めていく予定既に取り決めているもの
社寺として想定し対応を取り決める

期間 京都市 内閣府 太宰府市 過去の事例

● 〇 〇 〇
ー 〇 〇 〇
ー 〇 〇 〇
ー 〇 〇 〇
● 〇 〇 〇
● ー ー ー

収容期 ● 〇 〇 〇
ー 〇 〇 〇

● 〇 〇 〇
● 〇 〇 〇
● ー 〇 ー
● 〇 〇 〇
● 〇 ー ー
ー 〇 〇 〇

〇

閉設期 帰宅支援
①帰宅に関する情報提供・案内
②滞在が必要な受入者への対応
③一時滞在施設閉設の判断

● 〇 〇

情報収集 ①避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認)

管理運営期

運営体制構築 ①運営の役割分担の決定

情報支援
②情報の提供
・被災情報の提供
・公共交通機関の情報提供

直接支援
③トイレの提供(トイレ利用のルール作成など)
④水・食料・毛布等の配布
⑤多言語対応(ガイドマップの配布等)

主な業務内容 詳細業務内容
①施設の安全確認
②一時滞在施設開設の判断
③避難スペースの確保(片づけなど)

⑤一時滞在施設であることの表示
⑥一時滞在施設の開設の報告

④避難スペースへの誘導・案内
開設のための準備開設期

時期 主な業務内容 詳細業務内容 京都市 内閣府 大宰府市 過去の事例

一斉帰宅の抑制 ①観光客を施設内に待機 ● ー 〇 ー
②施設の安全確認 ● 〇 〇 〇
③緊急避難広場開設の判断 ー 〇 〇 〇
④運営の役割分担の決定 ー 〇 〇 〇
⑤避難スペースの確保(片付けなど) ー 〇 〇 〇
⑥避難スペースへの誘導・案内 ー 〇 〇 〇
⑦避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認) ー 〇 〇 〇
⑧緊急避難広場であることの表示 ● 〇 〇 〇
⑨緊急避難広場の開設の報告 ● ー ー ー
⑩情報の提供
・被災情報の提供
・公共交通機関の情報提供
・一時滞在施設の開設状況
⑪水や食料の配布 ー 〇 〇 〇
⑫トイレの提供(トイレ利用のルール作成) ー 〇 〇 〇
⑬多言語対応(ガイドマップの配布等) ● ー 〇 ー

その他 ⑭一時滞在施設の案内 ● ー ー ー

表８.社寺で実現可能な運営業務内容(観光客緊急避難広場) 記載の有無

直接支援

観光客緊急避難広場
での支援

〇

開設のための準備

情報支援 ● 〇 〇

表８ 社寺で実現可能な運営業務内容(観光客緊急避難広場) 表９ 社寺で実現可能な運営業務内容(観光客一時滞在施設) 
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(3) 観光客一時滞在施設での運営・管理体制の実態調査結果 

観光客一時滞在施設に指定されている清水寺に前節の表９で定義した運営・管理体制の調査項目について

ヒアリング調査を行い、表１０で定義した運営主体区分に分類を行った。 
表９の開設期から管理運営期までの運営・管理体制については、観光客緊急避難広場での運営・管理体制

と同様の結果となった。閉設期の運営業務である「帰宅に関する情報提供・案内」については、清水寺独自

のマニュアルで既に取り決められているが、「滞在が必要な受入者への対応」と「一時滞在施設の閉設の判

断」については、取り決められておらず、社寺のみで対応することが難しいため、行政の協力が必要との回

答が得られた。 
 

(4)課題と改善提案 

運営・管理体制の現状における課題としては、社寺だけで対応することが難しいという意見が多かった項目で

ある、「避難者の情報把握」と「多言語対応」が挙げられる。この２項目に関して運営主体区分の「誰が」につ

いては全て行政という結果となったため、今後行政と協力して対応を取り決めていく必要があると考えられる。    
そこで、２項目について京都市防災危機管理室へヒアリング調査を行った結果、「避難者の情報把握」につい

ては、避難者名簿のフォーマットを京都市が配布を行い、対応するとの回答が得られた。また、「多言語対応」

についても、災害時に必要となる呼びかけなどを多言語で記載したフォーマットを作成中との回答が得られた。 
 

5．おわりに 

 

(1) まとめ 

a) 社寺設備の防災機能調査 

 社寺設備の防災機能の現状における課題としては耐震性、飲料水、食料品、毛布等の物資やトイレの確 

保が挙げられる。飲料水、食料品、毛布等の物資の不足に関しては、社寺同士で共有することで、不足分の 
補完が可能であることが明らかとなった。トイレの不足については、周辺店舗と連携することで不足分を補 
うことが可能となる。このためには平常時より社寺同士や地域コミュニティと連携を築くことが重要となる 
と考えられる。 
 

表１１  観光客緊急避難広場での運営・管理体制の調査結果 

期間 主な業務内容 詳細業務内容 今後、取り決めていく予定

一斉帰宅の抑制 ①観光客を境内に待機

②施設の安全確認

③緊急避難広場の開設の判断 霊

④運営の役割分担の決定 大、霊

⑤避難スペースの確保(点検や片づけ) 大

⑥避難スペースへの誘導・案内 大、霊

⑦避難者の情報把握(受入者名簿や体調確認) 大

⑧観光客緊急避難広場であることの表示 大

⑨観光客緊急避難広場の開設の報告 高、大

情報支援 ⑩情報の提供(災害情報や公共交通機関情報) 霊

⑪水や食料の配布

⑫トイレの提供

⑬多言語対応(ガイドマップの配布等) 大

その他 ⑭一時滞在施設の案内 大

高(行政)

清、高、八 霊(行政）

直接支援

清、大、霊、八

清、高、大、霊、八

清、高 霊(行政）、八(行政)

清、高、霊、八

清、霊、八

清、高、大、八

清、高、霊、八

清、八 高(地域住民)

八 清(行政)、高(行政)、霊(行政)
観光客緊急避難
広場での支援

清、高、大、霊、八

開設のための準備

清、高、大、霊、八

清、高、大、八

清、高、八

社寺として想定し対応を取り決める 社寺として対応を取り決めていない

既に取り決めているもの 誰が(1.行政 2.地域住民 3.その他)
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b) 緊急避難場所としての運営・管理体制の実態調査 

運営管理体制については独自のマニュアルがある社寺は、事前の対応を詳細に取り決めており、マニュアルが

ない社寺は、京都市の帰宅困難者対策ガイドラインを対応の参考としていることが明らかとなった。一方で、現

状の帰宅困難者対策ガイドラインには具体的な対応指針がないため、実際の対応には不安を感じるとの意見が多

かった。また、社寺のみで対応することが難しい業務があることから、今後は行政と連携してより具体的に対応

を取り決めていく必要があると考えられる。 
 
(2) 今後の課題 

本研究では社寺への聞き取り調査によって防災機能評価を行ったため、今後は実際に避難者となる観光客の意

見を取りいれた評価を行う必要がある。また、社寺間での物資の共有が実際に可能か検討するために社寺同士の

連携関係についても調査する必要がある。運営・管理体制に関しては、本研究では社寺と行政に聞き取り調査を

行ったが、地域住民の協力が必要との意見が得られた項目について、今後は地域住民の方にも聞き取り調査

を行う必要がある。 
 
謝辞：本研究に係る先生方、本願寺津村別院、音羽山清水寺、八坂神社、霊山観音、大谷祖廟、鷲峰山高台

寺の社寺関係者の方々、京都市防災危機管理室の方には、執筆に当たり多大なるご協力を賜った。厚く御礼

申し上げる。 
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Since the Meiji era, flood control of rivers due to heavy rainfall has been prevented in Japan since the Meiji era by flood 
control plans incorporating modern technology centered on Western Europe. A characteristic of Japan's flood control 
measures is that "most of the population and property are concentrated in fragile flood plains." Furthermore, it is said 
that the current flood control measures in Japan cannot effectively and sustainably prevent flood damage caused by 
future climate change. In order for multiple actors, such as planners, decision makers and stakeholders, to achieve 
common goals, a cross-cutting approach to improving flood control and water resource management is needed. 
Therefore, the purpose of this study is to propose a complex solution method of flood control problem by the method of 
landscape design. 
 
Keywords: Landscape design, Flood control, Multiple land use, Climate change, 
 
１．	 はじめに	 

	 

	 日本では明治以降、西欧を中心とした近代技術を取り入れた治水計画によって大雨における河川の

氾濫を防いできた。日本の治水対策の特徴は「人口と財産の大部分が脆弱な氾濫原集中している」と

いうことである。さらに現在の日本における治水対策では、将来の気候変化による水害被害に対して

効果的かつ持続的に防げないと言われている文 1)。また計画者や意思決定者・利害関係者などの複数の

主体が共通の目標を達成するためには、治水と水資源の管理を改善する分野横断的なアプローチが必

要とされている。そこで本研究では、ランドスケープデザインの手法による治水問題の複合的な解決

方法を提案することを目的とする。 
 
２．	 研究の背景と目的	 

 
高度経済成長期の日本は、人口の増加や急激な発展に対応するため、西欧由来の近代技術による治水

対策を進めた。そこでは堤防強化や河道掘削、引き堤など、河道内で安全に水を流下させることを優

先する計画を行った。それにより氾濫原を乾いた土地に転換し、その土地に住宅等をつくることで土

地不足を解消した。わが国で、人口と財産の大部分の多くが脆弱な氾濫原に集中しているのはその結

果である。 
一方、近年では地球温暖化などの将来気候変動に伴い、今までより洪水リスクが高まることが予想

されている 1)。そのため従来の治水計画では治水方法では将来の水害を効果的かつ持続的に防げない可

能性も指摘されている文 1)。 
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